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平 成 ２ ８ 年 度 予 算 の 特 徴 

１ 一般会計予算は、前年度と比較すると２７億円、２．９％の増となりました。

平成２８年度予算は、「躍進台東 新しい台東区」の実現に向け、行政計画に基づく事

業に、重点的に財源措置を行いました。

予算編成にあたっては、社会経済情勢の変化や区民生活の動向、国において進められ

ている社会保障制度改革にも的確に対応するとともに、管理的経費や委託事業など既定

事業の効率化を進め、より効果的な施策の構築に取り組みました。

また、歳入については、使用料の見直しや区有財産の有効活用などにより財源確保に

努めました。

その結果、一般会計予算は９６８億円となり、前年度と比較すると２７億円、２．９％

の増となりました。

なお、平成２７年度当初予算は、区長及び区議会議員選挙を控えていたことから、政

策的な新規・充実事業の計上を見合わせています。したがって、第１回及び第２回補正

予算で計上した約２２億円を加えた予算額との比較では、約５億円、０．５％の増とな

ります。

（１）歳入の主な増減 

○ 歳入の根幹である特別区税は、約２０５億円で、特別区民税及び特別区たばこ税

の増により、対前年度比で６．４％、約１２億３千万円の増となります。 

○ 特別区交付金は、２９１億円で、平成２７年度普通交付金当初算定額のシェアを

参考に見込み、対前年度比２．５％、７億円の増となります。 

○ 地方消費税交付金は、約５４億円で、平成２８年度の都区財政調整の当初フレー

ムを参考に見込み、対前年度比マイナス４．７％、約２億７千万円の減となります。 

本区における平成２８年度の地方消費税交付金の税率引上げ相当額は、約１７億

６千万円を見込んでいます。 

なお、税率の引上げによる地方消費税収入（地方消費税交付金を含む）は、社会

保障４経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策を
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○ 公債費は、特別区債の既発行分の元利償還金であり、対前年度比マイナス２４．

５％、約８億４千万円の減となります。減の要因としては、平成１７年度及び２１

年度発行分の元利償還終了などがあります。一方、増の要因としては、平成２４年

度発行分の元金償還の開始などがあります。 

なお、区債残高は、平成２８年度末で、一般会計で約９２億円（老人保健施設会

計と病院施設会計を含めると約１４１億円）となる見込みです。 

投資的経費 

○ 投資的経費は、対前年度比４６．４％、約２５億３千万円の増となります。増の

要因としては、特別養護老人ホームの整備を促進するための高齢者福祉施設整備支

援や、特別養護老人ホーム「谷中」大規模改修などがあります。 

一方、減の要因としては、忍岡中学校大規模改修の工事進捗による減や緊急輸送

道路沿道建築物の耐震化助成の実績見込みによる減などがあります。 

その他の経費

○ 物件費は、対前年度比マイナス４．１％、約６億７千万円の減となります。減の

要因としては、社会保障・税番号制度対応のためのシステム改修の終了や基幹系業

務システムにおける各種個別業務システムの共通基盤への移行終了による減などが

あります。 

一方、増の要因としては、庁舎維持管理の電話交換設備買入による増、観光バス

駐車対策における乗降場・駐車場利用の予約システム導入による増などがあります。 

○ 補助費等は、対前年度比６．１％、約３億４千万円の増となります。増の要因と

しては、自立促進における寄りそい型宿泊所助成や保育所・こども園等に対する補

助金として保育士等キャリア育成の皆増、ぐるーりめぐりん開設に伴う循環バスめ

ぐりんの運行負担金の増などがあります。 

一方、減の要因としては、中小企業融資の利子及び信用保証料補助の実績見込み

による減、清掃一部事務組合分担金や特別区人事・厚生事務組合への分担金の減な

どがあります。 

○ 積立金は、対前年度比１６７．７％、約２億円の増となります。増の要因として

は、満期一括償還のための減債基金への積立金の増などがあります。 
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金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率 金　額 増減率

55,377,124 57.2 55,211,614 58.7 54,843,500 57.6 165,510 0.3 368,114 0.7

人件費 17,783,787 18.4 17,558,535 18.7 16,914,558 17.8 225,252 1.3 643,977 3.8

うち職員給 11,184,458 11.6 11,125,077 11.8 10,706,118 11.2 59,381 0.5 418,959 3.9

扶助費 35,013,663 36.2 34,237,044 36.4 34,762,213 36.5 776,619 2.3 △ 525,169 △ 1.5

公債費 2,579,674 2.6 3,416,035 3.6 3,166,729 3.3 △ 836,361 △ 24.5 249,306 7.9

7,970,885 8.2 5,443,546 5.8 7,600,817 8.0 2,527,339 46.4 △ 2,157,271 △ 28.4

普通建設事業費 7,970,870 8.2 5,443,531 5.8 7,600,802 8.0 2,527,339 46.4 △ 2,157,271 △ 28.4

災害復旧事業費 15 0.0 15 0.0 15 0.00 0.0 0 0.0

33,301,991 34.4 33,294,840 35.4 32,605,683 34.2 7,151 0.0 689,157 2.1

物件費 15,697,864 16.2 16,371,873 17.4 15,660,633 16.4 △ 674,009 △ 4.1 711,240 4.5

うち外郭団体分 1,327,654 1.4 1,245,611 1.3 1,233,989 1.3 82,043 6.6 11,622 0.9

維持補修費 806,883 0.8 688,657 0.7 661,297 0.7 118,226 17.2 27,360 4.1

補助費等 5,843,983 6.0 5,506,070 5.9 5,441,990 5.7 337,913 6.1 64,080 1.2

うち外郭団体分 831,960 0.9 798,295 0.8 716,187 0.8 33,665 4.2 82,108 11.5

積立金 312,919 0.3 116,874 0.1 294,724 0.3 196,045 167.7 △ 177,850 △ 60.3

貸付金 2,082,703 2.2 2,078,634 2.2 2,079,807 2.2 4,069 0.2 △ 1,173 △ 0.1

繰出金 8,557,639 8.9 8,532,732 9.1 8,467,232 8.9 24,907 0.3 65,500 0.8

150,000 0.2 150,000 0.1 150,000 0.20 0.0 0 0.0

96,800,000 100.0 94,100,000 100.0 95,200,000 100.0 2,700,000 2.9 △ 1,100,000 △ 1.2

＜参考＞　５年間の義務的経費の推移 単位：千円

性質別集計表

単位：千円・％

平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

平成２４年度平成２５年度平成２６年度

区　　分
２８年度と２７年度の比較 ２７年度と２６年度の比較

合　　計

平成２８年度

義務的経費

投資的経費

その他の経費

予備費

平成２７年度

3,416,035

16,828,55116,715,08516,914,55817,558,53517,783,787

95,200,00094,100,000

2,579,674

32,858,68533,105,41034,762,21334,237,044

4,680,9193,570,3923,166,729

人　　件　　費

扶　　助　　費

公　　債　　費

義務的経費計

予　算　総　額

54,368,15553,390,88754,843,50055,211,614

93,800,000

予算総額対比

55,377,124

96,800,000

35,013,663

58.0%59.4%57.6%58.7%57.2%

89,800,000
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　２　行政計画の着実な推進を図るため、２３１事業に優先的な予算配分を行いました。

（ １ ） 行政計画事業経費　基本目標別内訳

（うち特別会計分　408,582千円）

Ⅰ　にぎわいと活力のまち 　　【計　６２事業　３，７８３，３６０千円】

１．産業の活性化  【２８事業　　２，８６９，６４９千円】

２．まちの魅力の創出  【１５事業　　　　３７４，１７８千円】

３．文化が息づく豊かな生活の創出  【１９事業　　　　５３９，５３３千円】

Ⅱ　いきいきとした個性あるまち 　　【計　６８事業　４，５５１，８３２千円】

１．個性を活かしたまちづくりの推進  【４０事業　　２，８０４，５９９千円】

２．うるおいのある生活環境づくり  【１６事業　　１，６３４，５０５千円】

３．学びと交流の仕組みづくり  【１２事業　　　　１１２，７２８千円】

Ⅲ　暮らしやすいまち 　　【計　９０事業　６，５１９，８３８千円】

１．健康づくりと、自立生活を支える基盤づくり  【４９事業　　３，００１，９７３千円】

２．次の世代の育成  【４１事業　　３，５１７，８６５千円】

    区民の活動と区政の推進 　　【計　１１事業　２，１４６，２３１千円】

１．パートナーシップの促進  【　４事業　　　  　４５，３３３千円】

２．行政経営の推進  【　７事業　　２，１００，８９８千円】

　　　　　  合　計　　２３１事業　　　１７，００１，２６１千円
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（ ２ ） 行政計画事業の予算措置状況

　　　基本目標別の計画事業数、平成２８年度予算に計上された行政計画事業数、予算書に 

〔行政計画〕 と表示した事業数は、次の表のとおりとなっています。

　Ⅰ　にぎわいと活力のまち ６５事業 ６２事業 ６４事業

　１．産業の活性化 ３０ ２８ ２２

　２．まちの魅力の創出 １６ １５ １７

　３．文化が息づく豊かな生活の創出 １９ １９ ２５

　Ⅱ　いきいきとした個性あるまち ７２事業 ６８事業 ７８事業

　１．個性を活かしたまちづくりの推進 ４３ ４０ ５０

　２．うるおいのある生活環境づくり １６ １６ １６

　３．学びと交流の仕組みづくり １３ １２ １２

　Ⅲ　暮らしやすいまち ９３事業 ９０事業 １１５事業

　１．健康づくりと、自立生活を支える基盤づくり ５１ ４９ ５８

　２．次の世代の育成 ４２ ４１ ５７

　○　区民の活動と区政の推進 １６事業 １１事業 ２４事業

　１．パートナーシップの促進 ５ ４ ７

　２．行政経営の推進 １１ ７ １７

２４６事業 ２３１事業 ２８１事業

予算書上の
事業数

合　　計

基本目標
行政計画
全体事業数

予算措置
計画事業数
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３ 事務事業の見直しなどにより、約７億８，４００万円を確保しました。

（１）事務事業等の見直しによる削減 △３億２００万円 

○ 事務事業の必要性や効率性などの見直しを行い、一般会計、特別会計あわせて

１１事業について廃止・縮小を行っています。

○ 見直しの内容は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ141～Ｐ142）」に掲載しています。

（２）管理的経費等の見直しによる削減   △３億９，０００万円

○ 施設管理や事務経費など、管理的経費等の節減に努めています。

（３）使用料・手数料改定、歳入の確保 （歳入増）９，２００万円

○ 使用料の見直しや、区有財産の貸付など収入の確保を図っています。

○ 内容は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ152）」に掲載しています。

４ 新規経費・既定経費充実分は、約６２億９，０００万円となりました。

○ 新規経費は、約９億３，６００万円となっています。

○ 既定経費の充実分は、特別会計を含め約５３億５，４００万円となっていま

す。

○ 主な事業は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ143～Ｐ151）」に掲載しています。
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